
信州型フリースクール運営事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、「信州型フリースクール認証制度実施要綱」（以下「実施要綱」という。）

に定める活動に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、補助

金等交付規則（昭和 34 年長野県規則第 9 号。以下「規則」という。）に定めのあるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象者） 

第２ 補助金の交付の対象となる者は、実施要綱第６により信州型フリースクールとして認

証を受けており、有効な認証期間内の実施主体とする。 

 

（補助対象経費及び補助率） 

第３ 補助金の交付対象となる経費、補助率は認証区分ごとに別表のとおりとし、義務教育

段階の児童生徒への支援を主な目的とする運営事業に充てるものとする。 

２ 補助対象経費の算定に当たり、本事業に従事する職員が本事業以外の業務を兼ねて従事

している場合は、本事業以外に係る人件費を差し引くか按分して算定すること。 

 

（補助金額の算定） 

第４ 補助金額は、補助対象経費の実支出額の合計額に補助率を乗じて得た額とする。ただ

し、別表に定める限度額を上限とする。 

２ 前項により算出された補助金額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

る。 

 

（交付申請書） 

第５ 規則第３条に規定する申請書は、信州型フリースクール運営事業補助金交付申請書（様

式第１号）によるものとする。 

２ 規則第３条に規定する関係書類は、次のとおりとする。 

 (１)  様式第１号の別紙及び別表に掲げる書類 

 (２) その他知事が必要と認める書類 

３ 前２項の書類の提出期限は、別に定める。 

４ 補助事業者は、第１項の申請書を提出するに当たって、補助金に係る消費税仕入控除税

額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和

63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該

金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな

場合には、これを減額して申請するものとする。ただし、申請時において補助金に係る消

費税仕入控除税額が明らかでない場合にあっては、この限りでない。この場合において、

補助事業者は、第 15 第１項又は第２項の規定による報告をするものとする。 

 

 



（交付の条件） 

第６ 次に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。 

(１) 補助事業に要する経費又は補助事業の内容を変更するときは、 信州型フリースクー

ル運営事業変更承認申請書（様式第２号）及び第５第２項に準じる関係書類を速やか

に知事に提出し、その承認を受けること。ただし、第７に定める軽微な変更について

は、この限りでない。 

(２) 補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は補助事業が予定の期間内

に完了しないとき（遂行が困難になったときも含む）は、信州型フリースクール運営

事業中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を速やかに知事に報告してその承認を受

けること。 

(３) 知事は、補助金の交付にあたって必要があると認めるときは、前各号に定めるもの

のほか、当該補助金の使用方法等について条件を付することがあること。 

 

（軽微な変更の範囲） 

第７ 第６第１項第１号に規定する軽微な変更は次の変更とする。 

 (１) 補助事業の目的の達成に支障をきたさない事業の細部の変更であって、補助金の増

額を伴わないもの。 

 (２) 補助対象経費の 20 パーセント以内の増額又は減額 

 

（状況報告） 

第８ 知事は補助事業者に対し、必要に応じ補助事業等の遂行の状況について、報告を求め

ることができるものとする。 

 

（実績報告書） 

第９ 規則第 12 条第１項に規定する実績報告は、信州型フリースクール運営事業補助金実績

報告書（様式第４号）によるものとする。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

 (１)  様式第４号の別紙及び別表に掲げる書類 

 (２) その他知事が必要と認める書類 

３ 前２項の書類の提出期限は、補助事業の完了又は廃止のあった日から起算して 20 日を

経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の翌年度における４月 10 日の

いずれか早い日とする。 

４ 知事は、補助事業の完了等に係る報告を受けた時は、書類の審査又は必要に応じ現地調

査による確認を行い、補助金の額を確定する。 

 

（交付請求） 

第 10 補助金の交付決定を受けた者が、補助金の支払い（概算払いを含む。）を受けようと

するときは、信州型フリースクール運営事業補助金交付（概算払）請求書（様式第５号）

を知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の概算払いの請求があった際はその内容を審査し、適当と認める場合には、

交付決定額の８割（千円未満の端数は切り捨て）を上限に、年２回を限度として概算払い



をすることができる。 

 

（書類の保管） 

第 11 補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収

入及び支出についての証拠書類を、補助事業終了の日の属する年度の翌年度から起算して

５年間整理保存すること。 

 

（対象期間） 

第 12 補助事業の対象期間は、第５に定める申請書の提出があった年度の４月１日から３月

31 日までとする。 

 

（他の補助金等との併用） 

第 13 国や地方公共団体等による他の補助金等と補助対象経費の事業範囲が重複していない

場合で、かつ、他の補助事業の定めにより他団体等との併用が禁止されていない場合は、

その併用を認める。 

 

（関係機関との情報共有） 

第 14 知事は、記載内容の確認や不登校児童生徒等への必要な支援のための連携・協力を目

的に、本要綱により提出された書類における一部の情報を、市町村教育委員会等の公的な

関係機関と共有する場合がある。 

 

（消費税仕入控除税額の報告） 

第 15 第５第４項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、実績報告書を提出するに

当たって、補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合には、これを補助金額か

ら減額して報告するものとする。 

２ 第５第４項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提出し

た後において、補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の

規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税

仕入控除税額報告書（様式第６号） により速やかに知事に報告するとともに、知事による

返還命令を受けてこれを返還するものとする。また、補助金に係る消費税仕入控除税額が

明らかにならない場合又はない場合であっても、その状況等について、規則第 13 条第１項

の補助事業の額の確定のあった日の翌年６月 15 日までに、同様式により知事に報告するも

のとする。 

 

（その他） 

第 16 この要綱に定めるもののほか、実施に関し必要な事項は知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別表（第３関係） 

認証区分 

（実施要綱第６） 
補助対象経費 補助率 補助限度額 

１ 居場所支援型 

【職員人件費】 

・認証区分に応じて必要な支援員及び事務

員等の人件費（労働基準法第 11 条に定

める賃金、法定福利費（社会保険料、労

働保険料）） 

 

【支援充実に必要な経費】 

・外部講師の謝金、旅費 

・職員の研修開催費、外部研修の参加費 

・学びに資する教材費 

・体験活動に要する経費（運動・工作・芸

術・野外活動等のための備品購入費・修

繕費、保険料、車両借上料、文化施設等

入場料） 

１／２ 

以内 

1 者あたり 

年間 48～60 万円 

（※１） 

２ 学び支援型 

1 者あたり 

年間 140～200 万円 

（※２） 

 

＜補助限度額について＞ 

本事業を行う施設の基本的な開所日数や実利用人数に応じて、以下表の額を限度とする。 

なお、補助金交付申請時の各数値（月別の数値を平均したもの）は、申請前年度の実績や申

請年度の状況等を踏まえた見込みから算出し、申請年度の実績によりその交付額を確定する。 

 

（※１）                （※２） 

 

 

１ 居場所支援型 

（４区分） 

開所日数 

（週当たり） 

１日 
２日 

以上 

実
利
用
人
数 

４人 

未満 
48 万円 54 万円 

４人 

以上 
54 万円 60 万円 

２ 学び支援型 

（６区分） 

開所日数 

（週当たり） 

３日 ４日 
５日 

以上 

実
利
用
人
数 

８人 

未満 
140 万円 160 万円 180 万円 

８人 

以上 
160 万円 180 万円 200 万円 


